
予算要求資料
平成２９年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費　　　
	事業名　ぎふトレッキング促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　商工労働部　観光企画課　観光企画係　電話番号：058-272-1111（内3057）

　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11334@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　５，０００千円（前年度予算額： ５，０００ 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	5,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,000

	要求額
	5,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　今年施行された「国民の祝日・山の日」を契機とし、本県においても登山届を義務付けた北アルプス周辺を中心に、８月単月で前年度比約９％増（登山届ベース）となるなど、多くの登山者で賑わった。
　　　このブームを一過性に終わらせることなく、リピーターとして定着させるため、乗鞍岳・穂高岳などの北アルプスや、「岐阜の宝もの」にも認定している「五色ヶ原の森」「小坂の滝」「天生県立自然公園と三湿原回廊」を始めとする「飛騨の森」でのトレッキングの魅力発信及び受入環境整備を継続して進めるとともに、新たな情報発信手法も組み合わせながら地元消費拡大につなげる。

（２）事業内容

　【魅力発信事業】
1 大手自然・山岳専門メディアとのタイアップ
　　　・大手自然・山岳専門メディア（例：「山と渓谷」発行の(株)山と渓谷社）と連携し、本県山々の魅力及び安全なトレッキングの楽しみ方について、ターゲット層に直接ＰＲすることにより、来訪動機を醸成させる。
・特に、近年観光客数が減少している「飛騨の森」の「岐阜の宝もの」　　　三資源において、「飛騨の森ガイド協会」による主体的活動を後押し　　するため、露出機会の創出を行う。
　【受入環境整備事業】

1 ガイドスキル向上と観光マーケティング体制等構築のための研修実施
・（公社）日本山岳ガイド協会の公認資格取得を目指し、ガイドレベルの
向上に向けたスキルアップ研修を実施。

・トレッキングのフィールドにある「奥飛騨温泉郷各観光協会」などを核

　とした観光マーケティングの実施体制を確立するため、勉強会を開催。　
2 着地型商品開発及びプロモーション
・トレッキング前後に麓地域での過ごし方を提案するため、地元の旅館や商店、旅行会社等と連携した商品開発を継続して行い、あわせて交通事業者や大手アウトドアメーカーとも連携し、ＷＥＢ媒体等での商品販売を行う。また、マーケティングの実践として、セールス活動を中心としたプロモーションを実施するなど、営業人材の養成にもつなげる。
　
（３）類似事業の有無　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	4,200
	メディアタイアップ（デジタル版冊子等）

	旅費
	600
	業務旅費、費用弁償

	報償費
	200
	ガイドスキルアップ研修

	合計
	5,000
	


（１）魅力発信事業　3,996千円

　①大手自然・山岳専門メディアとのタイアップ 3,996千円
　　・委託料　3,876千円　　・業務旅費　120千円
（２）受入環境整備事業　1,004千円
①ガイドスキル向上と観光マーケティング体制構築のための研修 360千円

　　・報償費　　200千円　　・費用弁償　160千円
②着地型商品開発及びプロモーション 644千円

　　・委託料　　324千円　　・業務旅費　320千円

	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）後年度の財政負担
　　・「山岳観光」に熱心な近隣の富山県、長野県の取り組みも参考に、本県の

　　　美しい山々の魅力を誘客に活かせるよう、本県らしい観光スタイルを継続して提案し、“山＝岐阜県”の認知度を向上させていく。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	トレッキングをはじめとする山岳観光に関して、単なる登山のみに留まらず、麓地域での楽しみ方を積極的かつ継続して提案することにより、宿泊・滞在につなげ、本県観光消費額拡大を図る。



（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	観光消費額


	－億円
（H  ）
	2,659億円
（H25）
	2,694億円
（H26）
	2,844億円（H27）
	3,000億円
（H29）
	94.8％


	観光入込客数


	－万人

（H  ）
	3,844万人

（H25）
	3,686万人

（H26）
	4,360万人（H27）
	4,500万人

（H29）
	96.9％

	宿泊客数

（延べ人数）
	－万人

（H  ）
	  604万人

（H25）
	  610万人

（H26）
	678万人
（H27）
	 660万人

（H29）
	111.1％
（達成済）


※平成23年度から集計方法を変更したため、それ以前の結果とは比較不可能
○指標を設定することができない場合の理由
	　―



（前年度の取組）

	山岳専門雑誌「山と渓谷」と連携し、ＷＥＢサイト「ヤマケイオンライン」により、「乗鞍岳」や「五色ヶ原の森」を始めとした、ビギナー向けの情報を発信。あわせて、レールマウンテンバイクなど、トレッキング前後に楽しめる観光地を紹介。


（前年度の成果）

	国民の祝日「山の日」の施行にあわせて、本県トレッキングの魅力をターゲット層に直接ＰＲすることができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　○

	（公社）日本生産性本部の「レジャー白書」によれば、近年、山ガールや中高年を中心に、健康増進を目的とした登山者が増えており、登山人口は800万人以上となっている。また、「山の日」の施行により、再び登山ブームが訪れており、北アルプスをはじめ日本有数の山岳資源を擁する本県においては、トレッキングとあわせ、麓地域での宿泊観光を促進することは、観光消費額拡大に効果的である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　○
	「山の日」施行の効果もあって、前年度に比べ登山者が増加するなど、効果はあがっていると言える。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　○
	山岳専門雑誌との連携し、ターゲット層に直接ＰＲを行うなど、効率化は図られている。


（今後の課題）

	本県山々の魅力のＰＲとあわせ、安全なトレッキングの楽しみ方を継続して提示していく必要がある。


（次年度の方向性）
	「山岳観光」に熱心な近隣の富山県、長野県とも連携し、国内外からの誘客につなげていく。


